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R7要求額 ( R6予算額 )

1
( 1 ) 地域教員希望枠を活用した教員養成大学・学部の機能強化 530 ( 451 )
( 2 ) 子供の新たな学びの実現に資する学校管理職マネジメント力強化推進事業 186 ( 0 )

2
( 1 ) 教育DXを支える基盤的ツールの整備・活用 1,696 ( 866 )

3
( 1 ) 初等中等教育段階からの国際交流促進事業 366 ( 141 )
( 2 ) アジア高校生架け橋プロジェクト＋ 236 ( 232 )

4
( 1 ) 学校卒業後における障害者の学びの支援推進事業 149 ( 136 )

5
( 1 ) 外国人材の受入れ・共生のための地域日本語教育推進事業 620 ( 495 )
( 2 ) 認定日本語教育機関活用促進事業 352 ( 0 )

( 3 ) 外国人児童生徒等への教育の充実 1,405 ( 1,150 )

6
( 1 ) 在外教育施設の機能強化（教師派遣等） 19,005 ( 17,958 )

7

( 1 ) 学校を核とした地域力強化プラン 8,308 ( 7,637 )
( 2 ) 体験活動等を通じた青少年自立支援プロジェクト 74 ( 74 )
( 3 ) 読書活動総合推進事業 85 ( 45 )
( 4 ) 社会教育デジタル活用等推進事業 84 ( 49 )

( 5 ) 学校安全推進事業 321 ( 295 )
( 6 ) 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 346 ( 329 )
( 7 ) 生命（いのち）の安全教育推進事業 34 ( 25 )

8
( 1 ) リカレント教育エコシステム構築支援事業 2,570 ( 0 )
( 2 ) 専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育（リ・スキリング）推進事業 402 ( 402 )
( 3 ) 大学等における価値創造人材育成拠点の形成 76 ( 76 )
( 4 ) 女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業 24 ( 19 )
( 5 ) 放送大学学園補助金 7,570 ( 7,301 )

( 6 ) 社会人の学びの情報アクセス改善に向けたポータルサイト「マナパス」の改良・充実 113 ( 30 )

教師人材の確保強化 ● 教師人材の確保強化

令 和 ７ 年 度 予 算 概 算 要 求　　主 要 事 項
（単位:百万円）

事項 主な事業

GIGAスクール構想の着実な推進と
学校DXの加速

● 教育DXを支える基盤的ツールの整備・活用、教育データの利活用の推進

日本人学生の留学派遣、外国人留
学生の受入れ・定着、教育の国際化
の推進

● 日本人の留学促進、G7・ASEAN・インド等の外国人留学生の受入れ等

生涯を通じた障害者の学びの推進 ● 学校卒業後における障害者の生涯学習の推進

日本語教育・外国人児童生徒等へ
の教育等の充実

● 外国人等に対する日本語教育の推進

● 学校等における日本語指導体制等の充実や外国人の子供の就学促進等

海外で学ぶ日本人児童生徒の教育
機会の充実

● 在外教育施設の戦略的な機能の強化

地域と学校等の連携・協働による地
域の教育力の向上や体験活動の充
実、学校安全体制の整備等

● コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な取組の推進、
青少年教育施設の機能強化等による体験活動や読書活動の推進、
家庭教育支援等

● 学校安全体制の整備等

リ・スキリングを含めたリカレント教育
等社会人の学び直しの機会の拡充

● 大学・専門学校・高専等を活用した社会人向けの実践的なプログラムの開発・拡充

● リカレント教育推進のための学習基盤の整備
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１． 
教師人材の確保強化 
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（１）地域教員希望枠を活用した教員養成大学・学部の
機能強化

（前 年 度 予 算 額 ４５０，５４３千円） 

令和７年度要求額 ５３０，１３８千円 

１．趣 旨 

子供たちへの質の高い教育を担う教師には、志ある優れた人材を得ることが必要であり、

「教員養成は大学、採用・研修は教育委員会」というこれまでの垣根を越えた連携強化が求

められている。 

本事業においては、大学と教育委員会が連携・協働し 

・大学入試における「地域教員希望枠」の導入

・当該学生への地域課題に対応したコース・カリキュラムによる教育

・高校生に対する特別プログラムの導入

など、大学入学前から教員採用に至るまでの一貫した取組を促進し、地域や現場ニーズに対

応した質の高い教師を継続的・安定的に養成し、確保するための取組に対して支援を行う。 

２．事業内容   

・地域教員希望枠を活用した教員養成大学・学部の機能強化

全国 31箇所において、教育委員会と大学を結ぶコーディネーター教員が中核となり、

「地域教員希望枠」の導入・拡充等の入試改革、離島・へき地、特別支援教育、不登校等

の地域課題や特定分野に強み・専門性を有する教師等の地域ニーズに対応したコース・カ

リキュラムの構築を行う。

また、高校生に対する教職セミナー等の高大接続事業、教員採用における特別選考等も

併せて検討し、大学と教育委員会の連携・協働のもと、地域が求める質の高い教師を継続

的・安定的に養成し、確保する体制を構築する。 

その際、それぞれの地域課題解決のための教育活動において、GIGA スクール環境を確実

に使いこなし先進的な指導ができる教師を育成したり、こうした教育活動を全学的に波及

させたりするための ICT 環境等の設備整備支援を行う。 
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地
域
教
員
希
望
枠
を
活
用
し
た

教
員
養
成
大
学
・学
部
の
機
能
強
化

背
景
・課
題

事
業
内
容

①
離
島
・へ
き
地
、
特
別
支
援
教
育
、
不
登
校
対
応
、
日
本
語
教
育
等
、
特
色
あ
る
実
習
校
に
お
け
る
早
期
か
ら
の
学
校
体
験
活
動
の
充
実
等
、
地
域
課
題
に
対
応
し
た
教
員

養
成
カ
リキ
ュ
ラ
ム
の
構
築

②
特
定
分
野
に
強
み
や
専
門
性
を
有
す
る
教
員
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
構
築
（
教
育
D
X
、
教
育
デ
ー
タ
の
利
活
用
、
心
理
・福
祉
、
社
会
教
育
等
）

③
教
員
養
成
段
階
に
お
け
る
留
学
の
促
進
や
海
外
大
学
と連
携
し
た
教
育
課
程
の
構
築

④
新
し
い
学
校
づ
くり
の
有
力
な
一
員
とな
り得
る
高
度
人
材
養
成
の
た
め
の
５
年
一
貫
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
等
、
学
部
・教
職
大
学
院
の
連
携
・接
続
の
強
化

⑤
採
用
者
数
や
免
許
状
保
持
者
が
少
な
い
免
許
種
等
に
関
す
る
、
広
域
的
な
養
成
機
能
・体
制
構
築
等

＜
地
域
課
題
に
対
応
し
た
コ
ー
ス
・カ
リキ
ュ
ラ
ム
構
築
の
例
＞

文
部
科
学
省

教
職
課
程
を
置
く

各
国
公
私
立
大
学

教
育
委
員
会

補
助

連
携

補
助
イ
メ
ー
ジ

○
子
供
た
ち
へ
の
質
の
高
い
教
育
を
担
う
教
師
に
は
、
志
あ
る
優
れ
た
人
材
を
得
る
こ
とが
必
要
。

○
近
年
、
公
立
学
校
の
教
員
採
用
倍
率
は
低
下
傾
向
。

○
大
学
の
教
員
養
成
段
階
か
ら
地
域
の
教
育
委
員
会
と連
携
・協
働
し
、
地
域
や
現
場
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
質
の
高
い
教
師
を
、

継
続
的
・安
定
的
に
養
成
し
、
確
保
す
る
こ
とが
重
要
。

○
全
国
的
な
教
育
水
準
の
維
持
・向
上
に
資
す
る
教
師
養
成
を
ミッ
シ
ョン
とす
る
教
員
養
成
学
部
・大
学
と
教
育
委
員
会
が

連
携
・協
働
し
た
教
員
養
成
の
取
組
強
化
に
係
る
経
費
を
一
定
期
間
支
援
。

○
大
学
入
学
者
選
抜
に
お
け
る
【地
域
教
員
希
望
枠
】の
導
入
や
地
域
課
題
に
対
応
し
た
コ
ー
ス
・カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
構
築
、

高
校
生
に
対
す
る
特
別
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築
・拡
充
し
、
大
学
に
お
け
る
地
域
貢
献
機
能
を
充
実
。

※
複
数
の
大
学
が
連
携
・参
画
し
申
請
す
る
こ
とも
可

・
教
員
採
用
に
お
い
て
大
学
推
薦
等
に
よ
る

特
別
選
考
の
実
施

・
教
職
セ
ミ
ナ
ー
等
の
高
大
接
続
事
業
の
展
開

・
大
学
入
試
に
お
い
て
総
合
型
選
抜
等
を
活
用
し
た

「
地
域
教
員
希
望
枠
」の
適
切
な
設
定

・
現
場
課
題
に
即
し
た
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
展
開

・
学
校
体
験
活
動
、
現
場
体
験
の
充
実

大
学
入
学
前
か
ら
教
員
採
用
に
至
る
ま
で
の

一
貫
し
た
取
組
イ
メ
ー
ジ

大 学

教 育 委 員 会

【申
請
要
件
等
】

○
申
請
に
当
た
って
は
大
学
単
独
で
は
な
く教
育
委
員
会
と協
議
体
を
形
成
す
る
等
、
相
互
に
連
携
・協
働
す
る
体
制
を
構
築
す
る
とと
も
に
、
学
校
現
場
で
の
実
務
経
験
を
有
し
、
教
育
委
員
会
と大
学
を
結
ぶ
コ

ー
デ
ィネ
ー
タ
が
中
核
とな
り、
地
域
課
題
に
対
応
し
た
コ
ー
ス
・カ
リキ
ュ
ラ
ム
を
構
築
す
る
こ
と。

○
高
校
生
に
対
す
る
教
職
セ
ミナ
ー
等
の
高
大
接
続
や
、
教
員
採
用
に
お
け
る
特
別
選
考
等
、
地
域
が
求
め
る
質
の
高
い
教
師
を
継
続
的
・安
定
的
に
養
成
し
、
確
保
す
る
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と。

○
地
域
教
員
希
望
枠
入
試
が
導
入
又
は
令
和
９
年
度
ま
で
に
導
入
す
る
計
画
を
有
し
、
「地
域
教
員
希
望
枠
」の
取
組
を
踏
ま
え
た
学
部
全
体
へ
の
波
及
や
改
革
に
つ
い
て
計
画
す
る
こ
と。

大
学
入
学
前
か
ら
教
員
採
用
に
至
る
ま
で
の
一
貫
し
た
取
組
を
促
進

地
域
課
題
に
対
応
し
た
教
員
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
構
築
に
よ
り、
単
な
る
大
学
の
機
能
強
化
に
とど
ま
ら
ず
、
「令
和
の
日
本
型
学
校

教
育
」の
牽
引
役
とし
て
、
成
果
を
社
会
全
体
還
元
し
て
社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト
を
創
出
す
る
とと
も
に
、
地
域
の
公
教
育
の
質
を
確
保

○
新
規
学
卒
の
受
験
者
数
（
小
中
高
）

H
25
:
48
,1
10
人
⇒
R
5:
40
,3
22
人

○
教
員
採
用
倍
率

・小
学
校
12
.5
倍
（
H
12
）
→
2.
3倍
（
R
5）

・中
学
校
17
.9
倍
（
H
12
）
→
4.
3倍
（
R
5）

出
典
:
令
和
5年
度
（
令
和
4年
度
実
施
）
公
立
学
校
教
員
採
用
選
考
試
験
の
実
施
状
況

○
国
立
教
員
養
成
大
学
・学
部
の
教
員
就
職
率

R
5.
3卒
業
者
:
67
.8
％
（
進
学
者
・保
育
士
就
職
者
除
く）

出
典
:
文
部
科
学
省
「国
立
の
教
員
養
成
大
学
・学
部
及
び
国
私
立
の
教
職
大
学
院
の
卒
業
者
及
び
修
了
者
の
就
職
状
況
等
」

・件
数
・単
価
:
【R
6選
定
分
】単
独
事
業

【上
限
】1
,6
50
万
円
（
定
額
補
助
）

【件
数
】2
0箇
所

複
数
大
学
連
携
事
業
【上
限
】3
,1
00
万
円
(定
額
補
助
)

【件
数
】
1箇
所

【新
規
】

単
独
事
業

【上
限
】1
,6
50
万
円
（
定
額
補
助
）

【件
数
】
9箇
所

複
数
大
学
連
携
事
業
【上
限
】3
,1
00
万
円
（
定
額
補
助
）

【件
数
】
1箇
所

※
地
域
課
題
へ
の
対
応
に
、
高
度
な
IC
T機
器
や
G
IG
A
環
境
、
A
I等
を
活
用
で
き
る
よ
うに
す
る
授
業
や
、
そ
の
学
び
を
全
学
的
に

波
及
さ
せ
る
授
業
な
ど、
大
学
の
設
備
等
を
含
む
授
業
環
境
改
革
に
対
す
る
支
援
を
含
む
。

【単
独
事
業
】2
00
万
円
×
29
箇
所

【複
数
大
学
連
携
事
業
】5
00
万
円
×
2箇
所

・補
助
期
間
:
令
和
６
年
～
令
和
10
年
（
最
⾧
５
年
）
、
事
業
３
年
目
に
中
間
評
価
を
実
施

・対
象
:
教
職
課
程
を
置
く各
国
公
私
立
大
学

※
定
額
の
上
限
は
２
年
目
以
降
逓
減
。

逓
減
分
を
活
用
し
新
規
分
に
充
当
す
る

こ
とで
広
く本
事
業
の
展
開
を
は
か
る
。

（
担
当
:
総
合
教
育
政
策
局
教
育
人
材
政
策
課
）

53
0百
万
円

令
和
7年
度
要
求
・要
望
額

）
45
1百
万
円

（
前
年
度
予
算
額
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（２）子供の新たな学びの実現に資する学校管理職
マネジメント力強化推進事業

（ 新 規 ） 

令和７年度要求額 １８５，９９３千円 

１．趣 旨 

教科等横断的、探究的な学習の推進など新たな時代に社会で活躍するために必要な力を

育成する子供の新たな学びの実現のため、学校内外の人的・物的資源を活用し、実社会の課

題と学校教育での学びを結び付けることができるような学習を支える環境の整備や、教育

課題の多様化・複雑化に対する組織的課題への対応力向上のため、教師同士が学び合う環境

の構築に向けて、校長等の管理職のマネジメント能力等が重要である。また、管理職には、

様々な学校内外に関する情報を収集・整理・分析及び共有し（アセスメント）、学校内外の

関係者の相互作用により学校教育力を最大化していく（ファシリテーション）、総合的なマ

ネジメント能力の発揮が必要である。

このため、教育委員会が実施する管理職研修において、学校における働き方改革を含む、

学校の組織としての教育力や課題対応力を最大化するために必要な高度なマネジメント能

力等が一層高まるよう、研修プログラムの開発やフォーラムの開催を行う。 

２．事業内容   

（１）探求型研修の実施・開発を通じた新たな学びの実現 153,370 千円（新規） 

各学校の校長と中堅教員（ペア）、教育委員会の研修担当指導主事等を対象に、指

導助言大学の参加も得て、組織や教師個人の現状把握や課題設定に関する協議・演習

を行う「参集研修」と、チーム学校として、現状把握や課題設定、行動計画策定、学

校運営協議会などを含む体制づくり等を行う「校内実践」を繰り返す中で、アセスメ

ント能力、ファシリテーション能力など、学校管理職の総合的なマネジメント力の強

化を図るための探求型の研修プログラムを開発する。研修で得られた「気付き」を教

職員や地域の方と対話し校内実践を行うことにより、教科等横断的、探究的な子供の

学びを実現するとともに、多様で複雑な教育課題への組織的対応を実現する。 

（２）新たな学びの実現のための学校管理職マネジメントフォーラム（仮称）の開催

 16,819 千円（新規） 

全国の校長等の学校管理職を対象に、上記（１）の成果報告等を内容とするフォー

ラムを開催する。
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背
景
・課
題

事
業
内
容

子
供
の
新
た
な
学
び
の
実
現
に
資
す
る
学
校
管
理
職
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
強
化
推
進
事
業

〇
教
科
等
横
断
的
、探

究
的
な
学
習
の
推
進
な
ど新

た
な
時
代
に
社
会
で
活
躍
す
る
た
め
に
必
要
な
力
を
育
成
す
る
子
供
の
新
た
な
学

び
の
実
現
の
た
め
、学

校
内
外
の
人
的
・物
的
資
源
を
活
用
し、
実
社
会
の
課
題
と学

校
教
育
で
の
学
び
を
結
び
付
け
る
こと
が
で
き
る
よ

うな
学
習
を
支
え
る
環
境
の
整
備
や
、教

育
課
題
の
多
様
化
・複
雑
化
に
対
す
る
組
織
的
課
題
へ
の
対
応
力
向
上
の
た
め
、教

師
同
士

が
学
び
合
う環

境
の
構
築
に
向
け
て
、校

長
等
の
管
理
職
の
マ
ネ
ジ
メン
ト能

力
等
が
重
要
。

〇
管
理
職
に
は
、様

々
な
学
校
内
外
に
関
す
る
情
報
を
収
集
・整
理
・分
析
及
び
共
有
し（

ア
セ
ス
メン
ト）

、学
校
内
外
の
関
係
者
の

相
互
作
用
に
よ
り学

校
教
育
力
を
最
大
化
して
い
く（
ファ
シ
リテ
ー
シ
ョン
）
、総

合
的
な
マ
ネ
ジ
メン
ト能

力
の
発
揮
が
必
要
。

〇
国
は
、教

育
委
員
会
が
実
施
す
る
管
理
職
研
修
に
お
い
て
、学

校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
を
含
む
、学

校
の
組
織
とし
て
の
教
育
力
や

課
題
対
応
力
を
最
大
化
す
る
た
め
に
必
要
な
高
度
な
マ
ネ
ジ
メン
ト能

力
等
が
一
層
高
ま
る
よ
う支

援
を
講
じて
い
くこ
とが
必
要
。

事
業
①
：
探
究
型
研
修
の
実
施
・開
発
を
通
じ
た
新
た
な
学
び
の
実
現

〇
各
学
校
の
校
長
と中

堅
教
員
（
ペ
ア
）
、教

育
委
員
会
の
研
修
担
当
指
導
主
事
等

〇
参
集
研
修
で
は
、指

導
助
言
大
学
の
参
加
も
得
て
、組

織
や
教
師
個
人
の
現
状
把
握
や
課

題
設
定
に
関
す
る
協
議
・演
習
を
実
施
。校
内
実
践
で
は
、チ
ー
ム
学
校
とし
て
、現
状
把
握
や

課
題
設
定
、行
動
計
画
策
定
、学

校
運
営
協
議
会
な
どを
含
む
体
制
づ
くり
等
を
行
う。

〇
参
集
研
修
と校

内
実
践
を
繰
り返

す
中
で
、ア
セ
ス
メン
ト能

力
、フ
ァシ
リテ
ー
シ
ョン
能
力
な
ど、

学
校
管
理
職
の
総
合
的
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
の
強
化
を
図
る
の
た
め
の
探
求
型
の
研
修
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
開
発
す
る
。

〇
研
修
で
得
られ
た
「気
付
き
」を
教
職
員
や
地
域
の
方
と対
話
し校

内
実
践
を
行
うこ
とに
よ
り、

多
様
な
他
者
と協

働
した
探
究
的
な
学
び
や
、教

科
等
横
断
的
な
学
び
を
実
現
す
る
。

〇
探
究
型
研
修
の
実
践
とプ
ログ
ラム
開
発
。

〇
全
国
フォ
ー
ラム
の
実
施
。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

〇
学
校
管
理
職
の
総
合
的
な
マ
ネ
ジ
メン
ト力

の
強
化
。

〇
研
修
観
の
転
換
（
新
た
な
教
師
の
学
び
の
実
現
）
。

〇
令
和
の
日
本
型
学
校
教
育
（
新
た
な
子
供
の
学
び
）
の
実
現
。

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

対
象

内
容

目
標

○
事
業
期
間

令
和
７
～
９
年
度

（
３
か
年
）

１
３
都
道
府
県
・指
定
都
市

事
業
②
：
新
た
な
学
び
の
実
現
の
た
め
の
学
校
管
理
職
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
フォ
ー
ラ
ム
（
仮
称
）
の
開
催

〇
全
国
の
校
長
等
の
学
校
管
理
職

〇
事
業
①
の
成
果
報
告
等
を
内
容
とす
る
フォ
ー
ラム
を
開
催
す
る
。

〇
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
強
化
の
た
め
の
探
求
型
の
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
普
及
させ
る
。

対
象

内
容

目
標

現
状
把
握
や
課
題
設
定
に
関
す
る

協
議
・
演
習
、
各
校
の
実
践
に

つ
い
て
の
対
話

研
修
成
果
の
共
有
、

現
状
把
握
や
課
題
設
定
、

及
び
行
動
計
画
の
策
定

学
校

管
理

職
の

総
合

的
な

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

能
力

の
強

化

探
究

型
の

研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

開
発

指
導

助
言

大
学

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
教
育
人
材
政
策
課
）

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

１
８
６
百
万
円

（
新
規
）

○
費
用
内
訳

・協
力
自
治
体
経
費

＜
事
業
①
＞

１
５
３
百
万
円

・運
営
業
者
委
託
経
費
＜
事
業
②
＞

１
７
百
万
円

・協
議
会
等
事
務
経
費
＜
本
省
執
行
＞

１
６
百
万
円
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２． 
GIGA スクール構想の着実な推進と 

学校 DX の加速 
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（１）教育 DX を支える基盤的ツールの整備・活用 

 

（前 年 度 予 算 額    ８６６，２１９千円） 

令和 7 年度要求額  １，６９６，３７８千円 

 

１．趣 旨 

教育 DX・教育データ利活用の推進のため、必要な基盤的ツールを整備し、それによって

蓄積されたデータを活用していく観点から、以下に集中的に取り組む。 

（１）文部科学省 CBT システム（MEXCBT：メクビット）の改善・活用推進 

（２）文部科学省 WEB 調査システム（EduSurvey：エデュサーベイ）の開発・活用促進        

（３）教育データの利活用の推進 

 

２．事業内容 

（１）文部科学省 CBT システム（MEXCBT）の改善・活用推進 1,304,778 千円（713,722 千円） 

令和７年度の全国学力・学習状況調査の中学校教科調査（理科）等を確実に実施する。

さらに、令和８年度の全国学力・学習状況調査等の実施に必要な機能拡充等を実施する。 

 

（２）文部科学省 WEB 調査システム（EduSurvey）の開発・活用促進  

        141,953 千円（66,596 千円） 

文部科学省から教育委員会や学校等を対象とした業務調査において活用する、集計

の迅速化、教育委員会等の負担軽減にも資するシステムを運用する。さらに、継続的な

調査の効率化等を行うための開発等を実施することにより調査の負担軽減を図る。 

 

（３）教育データの利活用の推進             249,647 千円（85,901 千円） 

教育データの利活用を推進し新たな知見を創出するため、データ利活用の実証事業

を通じたガイドブック作成等の教育データ利活用の加速化に向けた取組や、教育デー

タの標準化、教育データ利活用にあたり留意すべき点の整理、web 上の学習コンテンツ

の充実等を行う。 
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教
育
D
Xを
⽀
え
る
基
盤
的
ツ
ー
ル
の
整
備
・活
⽤

背
景
・課
題

事
業
内
容

1,
69
6百

万
円

令
和
7年

度
要
求
・要
望
額

）
86
6百

万
円

（
前
年
度
予
算
額


国
全
体
で
教
育
D
Xに
よ
る
学
び
の
環
境
を
実
現
す
る
に
は
、教

育
デ
ー
タの
利
活
⽤
に
必
要
な
知
⾒
や
成
果
を
共
有
す
る
こと
が
で
き
る
基
盤
的
な
ツ
ー
ル
を
⽂

部
科
学
省
が
整
備
す
る
必
要
が
あ
る
。


ま
た
、基

盤
的
な
ツ
ー
ル
の
活
⽤
に
よ
り蓄

積
され

た
デ
ー
タが
効
率
的
・効
果
的
に
活
⽤
され

る
た
め
に
は
、教

育
デ
ー
タ
の
相
互
運
⽤
性
を
確
保
す
る
た
め
の

デ
ー
タ
標
準
化
等
の
ル
ー
ル
の
整
備
、教

育
デ
ー
タ
の
利
活
⽤
を
⾏
う際

の
安
全
・安
⼼
の
確
保
、そ
して
、⾃

治
体
に
お
け
る
デ
ー
タ
利
活
⽤
の
事
例
創
出
や

横
展
開
の
た
め
に
必
要
な
⽀
援
を
並
⾏
して
実
践
して
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。


⽂
部
科
学
省
CB
Tシ
ス
テ
ム
（
M
EX
CB
T︓

メ
ク
ビ
ット
）
を
、希

望
す
る
全
国
の
児
童
⽣
徒
・学
⽣
等
が
、オ
ン
ラ
イ
ン
上
で
学
習
・ア
セ
ス

メ
ン
ト
で
き
る
公
的
な
CB
Tプ
ラ
ット
フォ
ー
ム
とし
て
提
供
し
、デ
ジ
タル

な
らで
は
の
学
び
を
実
現
。

※
令
和
２
年
か
ら開

発
を
実
施
。令

和
6年

2⽉
時
点
、約

2.
7万

校
、

約
85
0万

⼈
が
登
録
。


令
和
７
年
度
の
全
国
学
⼒
・学
習
状
況
調
査
の
中
学
校
教
科
調
査

（
理
科
）
等
に
お
い
て
活
⽤
予
定
(４
⽇
間
で
約
10
0万

⼈
の
⽣
徒
が

参
加
)。
ま
た
、令

和
８
年
度
の
CB
T調

査
教
科
の
サ
ン
プ
ル
問
題
を
搭

載
し、
各
学
校
で
M
EX
CB
T上

で
取
り組

め
る
よ
うな
環
境
を
整
備
す
る

予
定
。


地
⽅
⾃
治
体
独
⾃
の
学
⼒
調
査
等
の
CB
T化

に
つ
い
て
、令

和
７
年

度
は
約
55
⾃
治
体
で
実
施
予
定
。令

和
7年

度
は
さ
ら
な
る
量
的
拡

⼤
及
び
知
の
共
有
を
図
る
。

（
３
）
教
育
デ
ー
タ
の
利
活
⽤
の
推
進
（
25
0百

万
円
）


教
育
デ
ー
タ利

活
⽤
に
不
可
⽋
な
デ
ー
タ
標
準
化
の
推
進
や
様
々
な
教
科
書
・教
材
等
を
⼀
体
的
に
活
⽤
す
る
た
め
の
共
通
の
ル
ー
ル
等
を
定
め
た
「相
互
運
⽤
標
準
モ
デ
ル
」の
策

定
、安

全
・安
⼼
の
確
保
に
向
け
た
個
⼈
情
報
保
護
な
どの
教
育
デ
ー
タ
利
活
⽤
に
あ
た
り留

意
す
べ
き
点
の
整
理
、実

証
事
業
を
通
じた
ガ
イド
ブ
ック
作
成
や
ア
ドバ
イザ
ー
派
遣
で

の
事
例
創
出
等
に
よ
る
教
育
デ
ー
タ
利
活
⽤
の
加
速
化
、w
eb
上
の
学
習
コン
テ
ン
ツ
の
充
実
・活
⽤
促
進
や
デ
ジ
タ
ル
バ
ッジ
（
学
習
履
歴
の
デ
ジ
タ
ル
証
明
）
を
活
⽤
し
た
ネ
ッ

トワ
ー
ク
の
構
築
に
関
す
る
調
査
研
究
を
⾏
い
教
育
現
場
へ
の
フィ
ー
ドバ
ック
や
新
た
な
知
⾒
の
創
出
を
図
る
。

（
２
）
⽂
部
科
学
省
W
EB
調
査
シ
ス
テ
ム
（
Ed
uS
ur
ve
y）
の
開
発
・活
⽤
促
進
（
14
2百

万
円
）


⽂
部
科
学
省
か
ら教

育
委
員
会
や
学
校
等
を
対
象
とし
た
業
務
調
査
に
お
い
て
、調

査
集
計
の
迅
速
化
、教

育
委
員
会
等
の
負
担
軽
減
に
も
資
す
る
シ
ス
テ
ム
を
開
発
し、
令
和
４
年
度
か
ら試

⾏
。


調
査
結
果
の
⾃
動
集
約
や
即
時
的
な
可
視
化
等
が
可
能
な
こと
か
ら、
学
校
現
場
や
教
育
委
員
会
か
ら
も
活

⽤
の
ニ
ー
ズ
が
⾼
い
。


令
和
５
年
度
は
、1
35
の
調
査
で
活
⽤
され

調
査
の
拡
⼤
は
順
調
。令

和
7年

度
は
、継

続
的
な
調
査
の
効

率
化
等
を
⾏
うた
め
の
開
発
等
を
実
施
し、
調
査
の
負
担
を
軽
減
。約
16
0の
調
査
を
実
施
予
定
。

学
校
か
ら

⾃
宅
か
ら

（
１
）
⽂
部
科
学
省
CB
Tシ
ス
テ
ム
（
M
EX
CB
T）
の
改
善
・活
⽤
推
進
（
1,
30
5百

万
円

開
発
39
9百

万
円
/運
⽤
89
5百

万
円
） （
担
当
︓
総
合
教
育
政
策
局
教
育
D
X推

進
室
）
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３． 
日本人学生の留学派遣、外国人留学生の

受入れ・定着、教育の国際化の推進 
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（１）初等中等教育段階からの国際交流促進事業

（前 年 度 予 算 額  １４１，４４８千円） 

 令和７年度要求額 ３６５，７１３千円  

１．趣 旨 

グローバル化する社会の持続的な発展に向けて、グローバルな視野で活躍するための資

質・能力の育成が求められており、コロナ禍で激減した日本人生徒の海外留学や、より若年

段階からの国際的な交流活動の推進、外国人留学生の受入れ環境、国際理解教育の推進など

を図っていく必要がある。 

 数値目標としては、「第４期教育振興基本計画」（令和５年６月 16 日閣議決定）におい

て、2033 年までに日本人高校生の海外留学生数を 12 万人、高校段階での外国人留学生数を

2万人にするという指標が定められており、新型コロナウイルス感染症の影響により大幅に

減少した高校生の海外留学の機会の充実をしていけるよう、取組みの強化を図っていく必

要がある。 

 このため、今後、国、自治体、学校等において国際交流促進のための取組みを推進し、留

学生の派遣、受入れの強化や、教育の国際化の推進等に必要な取組を速やかに進め、初等中

等教育段階を通じたグローバル人材の育成を図る。 

２．事業内容 

（１）国費高校生留学促進事業    202,846千円（98,883千円）

国際交流は、異文化理解や友好親善を促進するものであり、特に留学については、外

国語（英語）運用能力の強化、コミュニケーション能力の向上等、グローバル人材の育

成に効果があることから、自治体や学校等が主催する原則 10 日以上１か月未満の海外

派遣プログラムに、学校教育活動の一環として参加する中学生・高校生等の生徒を対象

に、都道府県を通じて支援する。 

 なお、派遣前の語学学習、オリエンテーション及び帰国後のフォローアップを十分に

行うことを条件とし、学校単位での応募を原則とする。 

支援金額（派遣）： 10 万円（６万円） 

対象人数（派遣）： 2,000 人（1,600 人） 

（２）グローバル人材育成の基盤形成事業   162,867千円（42,565千円）

初等中等教育段階から、異文化体験や同年代の外国人との相互コミュニケーション、

学校教育における国際交流等を通じて、多様な価値観に触れる機会を確保することに

より、国際的な視野を持たせ、自らが主体的に行動できるようなグローバル人材の基盤

を形成するため、以下の取組を支援する。 
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① 異文化理解ステップアップ事業（経協係）     31,673 千円（29,836 千円） 

      日本語を学ぶ外国人高校生を、高校生の留学・国際交流を扱う民間団体を通じて、

日本の高等学校に短期招致（約６週間）することにより、受入先の高校生の異文

化体験や相互コミュニケーション、学校教育における国際交流等の機会を確保す

る。 

対象人数（受入）： 115 人（115 人） 

② 国際交流・留学環境整備事業（文科係）       131,194 千円（12,729 千円） 

     より早期の段階からオンラインの国際交流活動に取り組むほか、海外との姉妹校

提携を促進することによって国際交流の機会を確保し、国際交流や留学への関心

を喚起する。また、啓発活動等により留学機運を醸成するとともに、都道府県内

に留学支援員を配置し、留学に関する各種相談に応じられるようにする。さらに、

諸外国の高校生に対する情報など、必要な情報や事例を発信する。 
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環
境
整
備

令
和

7年
度
概
算
要
求
・要
望
額

 3
66
百
万
円

)
(前
年
度
予
算
額

  
 1

41
百
万
円

)

事
業
内
容

背
景
・

課
題

【国
際
交
流
・留
学
環
境
整
備
事
業
】
（
令
和

2年
度
～
）

13
2百

万
円

(前
年
度

:1
3百

万
円

)

海
外
の
学
校
との
交
流
を
支
援
す
る
団
体
等
の
協
力
を
得
な
が
ら、
小
・中
・高
校
段
階
に
お
け
る
オ
ン
ライ
ン
等
を
利
用
した
国
際
交
流
活
動
を
推
進
す
る
。


高
校
生
留
学
を
推
進
す
る
た
め
、海

外
との
姉
妹
校
提
携
支
援
を
行
い
、提

携
に
基
づ
く交
換
留
学
等
の
支
援
を
図
る
。

■
支
援
件
数
：
都
道
府
県

(1
0か
所
を
予
定

)
■
支
援
内
容
：
各
都
道
府
県
の
事
情
に
応
じ、
上
記
の
ほ
か
、啓

発
活
動
、留

学
支
援
員
の
配
置
な
どを
組
み
合
わ
せ
、効

果
的
に
施
策
を
推
進


海
外
ネ
ット
ワ
ー
クを
も
つ
民
間
団
体
を
活
用
した
オ
ン
ライ
ン
国
際
交
流
等
を
推
進
す
る
とと
も
に
、日

本
の
高
校
へ
の
留
学
に
興
味
を
持
つ
諸
外
国
の
高
校
生
に

対
す
る
情
報
な
ど、
必
要
な
情
報
や
事
例
を
発
信
で
き
る
よ
う強

化
を
図
る
。

■
支
援
件
数
：
民
間
団
体
（
２
件
を
予
定
）
■

 支
援
経
費
：
情
報
や
事
例
の
掲
載
に
要
す
る
経
費
等
。

【異
文
化
理
解
ス
テ
ップ
ア
ップ
事
業
】
（
平
成

26
年
度
～
）

32
百
万
円

(前
年
度

:3
0百

万
円

)

日
本
語
を
学
ぶ
外
国
人
高
校
生
を
、民

間
団
体
を
通
じて
日
本
の
高
等
学
校
に
短
期
招
致
。


受
入
先
高
校
で
の
国
際
交
流
を
通
じ、
高
校
生
の
国
際
的
視
野
の
涵
養
を
図
る
。

■
事
業
規
模
：

11
5人

（
6週

間
程
度
）
■
支
援
件
数
：
民
間
団
体

(2
件
を
予
定

)
■
支
援
経
費
：
渡
航
費
、選

考
や
受
入
等
に
要
す
る
経
費
等
。

【国
費
高
校
生
留
学
促
進
事
業
】
（
平
成

26
年
度
～
）

20
3百

万
円

(前
年
度

:9
9百

万
円

)

自
治
体
、学

校
等
に
よ
る
中
学
生
・高
校
生
の
短
期
留
学
プ
ログ
ラム
へ
の
参
加
に
係
る
留
学
経
費
を
支
援
し、
保
護
者
負
担
を
軽
減
。


実
践
活
動
を
通
じた
課
題
に
チ
ャレ
ン
ジ
を
す
る
プ
ログ
ラム
を
支
援
。

■
事
業
規
模
：

2,
00

0人
■
支
援
金
額
：
一
人

10
万
円

■
支
援
対
象
：
短
期

(原
則

10
日
以
上

1か
月
未
満

)

対
面
・オ
ン
ラ
イ
ン
国
際
交
流
の
促
進
、高

校
生
の
留
学
機
運
の
醸
成

派
遣
事
業

受
入
事
業

背
景
・課
題

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
国
際
教
育
課
）

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
・指
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・
国
の
留
学
経
費
の
支
援
を
受
け
て
留
学
した

生
徒
の
数

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・
将
来
留
学
した
い
と思

う高
校
生
の
増
加

20
33
年
ま
で
に

・
日
本
人
高
校
生
の
海
外
留
学
生
数
を

12
万
人
に
す
る

・
高
校
段
階
で
の
外
国
人
留
学
生
数
を

2万
人
に
す
る

「
未
来
を
創
造
す
る
若
者
の
留
学
促
進
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
＜

J-
M

IR
AI
＞
」
等
を
踏
ま
え
、
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
躍
で
き
る
人
材
育
成
を
強
化
。

・
20

33
年
ま
で
の
目
標
：
日
本
人
の
海
外
留
学

 高
校
段
階

12
万
人
、
留
学
生
受
入
れ

高
校
段
階

2万
人

 
中
学
・
高
校
段
階
で
の
オ
ン
ラ
イ
ン
交
流

10
0%

(中
：
約

10
,0

00
校
、
高
：
約

5,
00

0校
)、
高
校
段
階
で
の
対
面
交
流

50
%

(約
2,

50
0校

)


小
・
中
段
階
か
ら
の
国
際
交
流
経
験
を
拡
大
し
、
早
期
か
ら
の
留
学
機
運
を
醸
成
す
る
と
と
も
に
、
よ
り
多
く
の
日
本
人
中
学
生
・
高
校
生
の
留
学
の

た
め
、
経
済
的
支
援
を
含
め
安
心
し
て
留
学
で
き
る
環
境
の
整
備
が
急
務
。


高
校
段
階
の
外
国
人
留
学
生
を
呼
び
込
み
、
国
際
的
に
開
か
れ
た
日
本
社
会
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
と
と
も
に
、
高
校
生
の
国
際
交
流
を
推
進
。

初
等
中
等
教
育
段
階
か
ら
の
国
際
交
流
促
進
事
業
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（２）アジア高校生架け橋プロジェクト＋

 （前 年 度 予 算 額 ２３２，２６６千円） 

令和７年度要求額 ２３６，４６１千円  

１．趣 旨 

 平成 29 年の安倍元総理大臣スピーチを受けて、アジア諸国で日本語を学ぶ優秀な高校生

を日本全国の高校に招聘し、日本人高校生との国際交流を深める「アジア高校生架け橋プロ

ジェクト」を平成 30 年度から令和４年度にかけて実施してきた。 

 新型コロナウイルス感染症の影響が拡大する中、５年間で 21 か国、974 名の高校生を招

聘し、直接的な交流機会を通した、日本人高校生のコミュニケーション能力の向上や異文化

理解の促進、外国人高校生の日本社会や文化への理解促進など、我が国のグローバル人材育

成において大きく貢献し成果を上げている。 

 グローバル化が加速する社会経済において、留学生の派遣、受入れの強化や、教育の国際

化の推進等に必要な取組を速やかに進めることは重要である。 

このため、これまでの事業の成果を生かし、アジア諸国を中心に新たに G7など先進国も含

め日本語を学ぶ優秀な高校生を、日本全国の高校に招聘し、日本人高校生との国際交流を深

めるプロジェクトを実施するとともに、本プロジェクトにおいて招聘した留学生と日本人

高校生が交流する「国際交流キャンプ」を開催し、国際的に活躍できる人材育成を推進する。 

２．事業内容 

アジア諸国を中心に新たに G7など先進国も含め日本語を学ぶ優秀な高校生を日本全国

の高校に招聘する。日本各地でホームステイや寮生活をしながら、日本の高校生と共に学

び合い、国際交流を深める。より多くの日本人高校生が海外の高校生との国際交流を経験

するとともに、海外の高校生が日本の教育、文化を経験する。 

 また、招聘した優秀な留学生と日本人高校生とが国際社会での現実に即した英語交渉な

どを通じて交流する「国際交流キャンプ」を開催し、より効果的に国際交流体験を推進す

る。 

 これにより、日本の高校生の留学意欲や国際的素養が向上するとともに、当該事業の国

際交流を通して、日本とアジアを中心とした世界の高校ネットワークの構築や、互いの国

に精通したリーダー、架け橋となるような人材の育成を目指す。 

対象人数（受入）： 100 人（100 人） 
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ア
ジ
ア
高
校
生
架
け
橋
プ
ロ
ジ
ェク
ト

 ＋

背
景

事
業
内
容

背
景
・

課
題

背 景 ・ 課 題 
ア
ジ
ア
諸
国
を
中
心
に
日
本
語
を
学
ぶ
優
秀
な
高
校
生

10
0人

を
5か
月
程
度
、日

本
全
国
の
高
校
に
招
聘
。


全
国
各
地
で
ホ
ー
ム
ス
テ
イや
寮
生
活
を
しな
が
ら日

本
の
高
校
生
と共

に
学
び
合
い
、国

際
交
流
を
深
め
る
。


文
化
体
験
、地

域
交
流
、国

内
企
業
で
の
体
験
学
習
や
視
察
等
を
実
施
。


留
学
生
と日

本
人
生
徒
が
参
加
す
る
国
際
交
流
キ
ャン
プ
を
実
施
し、
英
語
交
渉
や
文
化
発
信
を
含
む
、高

度
で
効

果
的
な
国
際
交
流
を
促
進


実
施
団
体
：

民
間
団
体
等


事
業
期
間
：

５
年
間
（
令
和
５
年
度
～
令
和
９
年
度
）


支
援
内
容
：

招
聘
生
の
選
考
・研
修
に
係
る
経
費
、渡

航
費
、高

校
や
ホ
ス
トフ
ァミ
リー
で
の
受
入
に
係
る
経
費

国
際
交
流
キ
ャン
プ
の
実
施
に
伴
う経

費
等

○
平
成

29
年
の
安
倍
晋
三
元
総
理
大
臣
の
ス
ピ
ー
チ
を
受
け
て
平
成

30
年
度
か
ら令

和
４
年
度
に
か
け
て

日
本
語
を
学
ぶ
ア
ジ
ア
の
優
秀
な
高
校
生
を
半
年
か
ら1

0か
月
程
度
日
本
に
招
致
す
る
事
業
を
実
施
。

○
５
年
間
で

1,
00

0人
の
目
標
に
対
し、

97
4名

の
招
聘
を
実
現
。

【成
果
】（
１
期
～
５
期
）

  ・
留
学
生
が
帰
国
後
、日

本
へ
の
印
象
が
良
くな
った
との
回
答
が

91
％

・帰
国
生
が
国
費
留
学
生
な
ど日

本
の
大
学
等
へ
進
学

9.
2％

・日
本
人
高
校
生
の
留
学
生
の
出
身
国
に
対
す
る
理
解
や
関
心
の
高
ま
り

90
.9
％

・日
本
人
高
校
生
の
語
学
習
得
に
対
す
る
意
識
の
変
化

70
.8
％

【課
題
】

・新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス感

染
症
の
影
響
に
より
、対
面
で
の
地
域
交
流
・体
験
学
習
等
が
十
分
に行

えな
か
った
。

・学
校
内
の
取
組
か
ら留

学
生
との
地
域
的
な
交
流
機
会
を
促
進
し留

学
機
運
の
更
な
る
醸
成
が
必
要
。

【方
向
性
】

○
ア
ジ
ア
諸
国
を
中
心
に
、よ
り効

果
的
な
国
際
交
流
の
仕
組
み
を
構
築
しつ
つ
、招

聘
事
業
を
実
施

○
留
学
生
と日

本
人
生
徒
が
共
同
生
活
を
行
い
、国

際
理
解
を
深
め
る
機
会
を
創
出

世
界
各
国
か
ら
日
本
へ
優
秀
な
留
学
生
を
受
入

地
域
交
流

文
化
体
験

ホ
ー
ム
ス
テ
イ

寮
生
活

各
高
校
で
の

交
流

国
際
交
流
キ
ャン
プ
へ
参
加

国
際
交
流
プ
ラッ
トフ
ォー
ム
の
構
築

異
文
化
理
解
・架
け
橋
とな
る
人
材
育
成

持
続
的
な
留
学
機
運
の
醸
成

国
際
交
流
の
強
化
を
含
む
教
育
の
国
際
化
等
を
通
じ、
ダイ
バ
ー
シ
テ
ィに
富
ん
だ

グ
ロー
バ
ル
人
材
の
育
成
を
抜
本
的
に
強
化
す
る
。。

「経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
24
」(
令
和

6年
6月

21
日
閣
議
決
定

)(
抄

)

ア
ジ
ア
高
校
生
架
け
橋
プ
ロジ
ェク
トな
ど、
学
生
の
流
動
性
を
高
め
る
奨
学
金
・交

流
プ
ログ
ラム
に
対
す
る
日
本
政
府
の
継
続
的
支
援
を
高
く評
価
す
る
。

第
5回

AS
EA

N
+

3教
育
大
臣
会
合
及
び
第

5回
EA

S（
東
ア
ジ
ア
首
脳
会
議
）
教
育

大
臣
会
合
（
令
和

3年
10
月
）

★
グ
ロー
バ
ル
社
会
に
お
け
る
我
が
国
の
未
来
を
担
う人

材
育
成

★
互
い
の
国
に
精
通
した
リー
ダー
、架

け
橋
とな
る
人
材
の
育
成

★
諸
外
国
との
国
際
交
流
、相

互
交
流
、友

好
親
善
を
促
進

「未
来
を
創
造
す
る
若
者
の
留
学
促
進
イニ
シ
ア
テ
ィブ
」

教
育
未
来
創
造
会
議

第
二
次
提
言
（
令
和
５
年
４
月

27
日
）

(抄
)

外
国
人
留
学
生
の
受
入
れ
を
進
め
る
こと
は
、引

き
続
き
重
要

イン
ド世

界
問
題
評
議
会

総
理
政
策
ス
ピ
ー
チ

 (
令
和
５
年

3月
20
日

)

ア
ジ
ア
高
校
生
架
け
橋
プ
ロジ
ェク
トな
ど各

種
交
流
プ
ログ
ラム
を
強
化
し、
次
世

代
を
担
う「
若
者
」を
つ
な
ぎ
ま
す
。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
・指
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・
事
業
に
よ
り、
日
本
に
招
聘
した
高
校
生
数

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・
学
生
・社
会
人
とし
て
日
本
に
再
来
日
を
希
望
す
る

外
国
人
高
校
生
の
増
加

・
将
来
留
学
した
い
と思

う高
校
生
の
増
加

20
33
年
ま
で
に

・
高
校
段
階
で
の
外
国
人
留
学
生
数
を

2万
人
に
す
る

・
日
本
人
高
校
生
の
海
外
留
学
生
数
を

12
万
人
に
す
る

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
国
際
教
育
課
）

令
和
７
年
度
概
算
要
求
・要
望
額

23
6百

万
円

)
(前
年
度
予
算
額

 2
32
百
万
円

)
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４． 
生涯を通じた障害者の学びの推進 
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（１）学校卒業後における障害者の学びの支援推進事業
（前 年 度 予 算 額 １３６，２４０千円） 

令和７年度要求額 １４８，９３６千円  

１．趣 旨 

 平成 26 年の障害者権利条約の批准や平成 28 年の障害者差別解消法の成立等により、学

校卒業後の障害者に対する生涯学習の機会の確保が求められるようになり、さらに、「障害

者基本計画（第５次）」や「教育振興基本計画（第４次）」でも障害者の生涯学習の充実につ

いて言及されている。また、近年では、改正障害者差別解消法の施行や視覚障害者等の読書

環境の整備の推進に関する法律（通称：読書バリアフリー法）等の施行により、障害者の生

涯学習の場における「合理的配慮の提供」や「情報保障」への対応も急務となっている。ま

た、「障害者の生涯学習の推進方策について（報告）」（平成 31年 3月学校卒業後における障

害者の学びの推進に関する有識者会議）では、目指す社会像として「誰もが、障害の有無に

かかわらず共に学び、生きる共生社会」を掲げ、その実現に向けて、障害者本人の主体的な

学びの重視や、学校教育と卒業後の学びの接続の円滑化、障害に関する社会全体の理解の向

上等の推進が求められている。 

 これらを踏まえ、障害者の生涯学習の推進のため、（１）障害者の学びの場における情報

保障についての実態調査及び（２）共生社会の実現に関する調査研究による現状分析、課題

の整理等を行うとともに、（３）多様な主体や手法よる学びのプログラムに取り組む実践研

究を通じて、合理的配慮の提供モデルを含む先進的な学びの好事例やノウハウ、持続可能な

実施体制の構築モデルを蓄積する。また、（４）これらの成果を全国に展開するためのコン

ファレンス等を行い、普及・啓発を推進するとともに、障害の有無にかかわらず、共に学び、

生きる共生社会の実現に向け、障害当事者等が参画するフォーラムを実施する。 

２．事業内容 

「障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会」の実現に向け、障害者の日常生活

の近くにある市区町村等における取組を中心に、福祉関係者等との連携などにより、合理的

配慮等を考慮した障害者の持続的な学びの基盤を整備する。 

（１）障害者の学びの場における情報保障についての実態調査 8,682 千円（新規） 

近年、読書バリアフリー法や情報コミュニケーション法の施行など、障害者の学びの

場において、その土台となる情報保障の確保への関心が高まっている。特に読書バリア

フリー法に関しては、令和７年度より開始される基本計画（第二期）の着実な実施に向

けた全国的な実態調査による進捗状況の把握や、アクセシブルな書籍の製作支援（出版

者による円滑なデータ提供の仕組みづくり）等に関する実証等を行う。 
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（２）生涯学習を通じた共生社会の実現に関する調査研究 3,362 千円（3,332 千円） 

施策の着実な推進のため、障害者が学習活動に参加する際の阻害要因・促進要因につ

いて、障害当事者や実施主体として期待される自治体・社会教育施設、高等教育機関等

に対して定期的な調査を行う。 

（３）地域における持続可能な学びの支援に関する実践研究 112,488 千円（108,420 千円） 

①地域コンソーシアムによる障害者の生涯学習支援体制の構築（持続的な体制整備）

都道府県（指定都市）が中心となり、大学や特別支援学校、社会福祉法人、地元企業

等が参画する障害者の生涯学習のための「地域コンソーシアム」を形成し、持続的な

連携体制を構築する（10箇所）。

②地域連携による障害者の生涯学習機会の拡大促進（生涯学習プログラム開発・実施）

障害者の生涯学習のノウハウが乏しい市区町村が、実績のある民間団体等と組織的

に連携し、主に公民館等の社会教育施設を活用した学習プログラムや重度重複障害

者向けの訪問型学習プログラムや、ICT 等の活用など障害当事者のニーズに応じた学

習プログラムを開発・実施する。（30 箇所）

③大学・専門学校等における生涯学習機会創出・運営体制のモデル構築（生涯学習プロ

グラム開発・実施）

大学・専門学校等が、物的・人的資源や専門性を活用し、参集型や訪問型などのニー

ズや障害種に対応した多様な学習プログラムや、学生の参画による若年層への障害

理解を推進する学習プログラムを開発・実施する。（６箇所）。

④障害者差別解消法の施行を踏まえた合理的配慮の提供モデルの構築

障害者の生涯学習の場における合理的配慮の提供は、一人一人の障害の状態や教育

的ニーズ等に応じて決定されることが望ましい一方で、現場においてはまだノウハ

ウや知見経験が蓄積されていない現状があるため、主な障害種について合理的配慮

の提供モデルの構築を進める。（２箇所） 

（４）普及・啓発活動の強化 24,404 千円（24,488 千円） 

障害の有無にかかわらず、共に学び、生きる共生社会の実現に向け、先進的な学習

プログラムや、ICTを活用した新しい学び、読書バリアフリーを含む情報保障など、

障害者の学びに関係するテーマを設定し、参加者同士が対話を行うフォーラムを実施

する。また、事業成果の水平・垂直展開を図ることを目的とした地域別・テーマ別の

コンファレンスを実施する。さらに、障害者の生涯学習に関する国の施策説明や、最

新事例の情報提供、課題の共有などを目的とした各都道府県等の担当者向けの連絡会

議を実施する。 
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学
校
卒
業
後
に
お
け
る
障
害
者
の
学
び
の
支
援
推
進
事
業

令
和

7年
度

要
求

・要
望

額
14

9百
万

円
（

前
年

度
予

算
額

13
6百

万
円

）

事
業
内
容

趣
旨
・背
景

障
害

者
権

利
条

約
の

批
准

や
障

害
者

差
別

解
消

法
の

成
立

等
に

よ
り、

学
校

卒
業

後
の

障
害

者
に

対
す

る
生

涯
学

習
の

機
会

の
確

保
が

求
め

られ
て

い
る

。ま
た

近
年

、社
会

か
らの

要
請

とし
て

、差
別

解
消

法
や

読
書

バ
リア

フリ
ー

法
等

の
施

行
に

よ
り合

理
的

配
慮

や
情

報
保

障
へ

の
対

応
が

急
務

とな
る

中
で

、実
態

把
握

・モ
デ

ル
開

発
・普

及
啓

発
等

の
取

組
を

進
め

、
「障
害
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
共
に
学
び
、生
き
る
共
生
社
会

」の
実

現
を

目
指

す
。

障
害
者
の
生
涯
学
習
の
推
進
に
関
す
る
現
状
と課

題

１
．
障
害
者
の
学
び
の

場
に
お

け
る

情
報

保
障

に
つ

い
て

の
実
態
調
査
【
9百

万
円
（
新

規
）
】

近
年

、読
書

バ
リア

フリ
ー

法
(R

1)
や

情
報

コミ
ュニ

ケ
ー

シ
ョン

法
(R

4)
の

施
行

な
ど情

報
保

障
へ

の
関

心
が

高
ま

る
中

で
、障

害
者

等
が

学
び

の
機

会
か

ら除
外

され
る

こと
の

な
い

よ
う実

態
把

握
が

必
要

。
◆

読
書

バ
リア

フリ
ー

法
基

本
計

画
の

着
実

な
実

施
の

た
め

、全
国

的
な

実
態

調
査

に
よ

り、
各

取
組

の
進

捗
状

況
を

把
握

す
る

。

２
．
生
涯

を
通
じ

た
共
生

社
会

の
実

現
に

関
す

る
調

査
研

究
【
3
百
万
円
（
3
百

万
円
）

】

施
策

の
着

実
な

推
進

の
た

め
、障

害
者

が
学

習
活

動
に

参
加

す
る

際
の

阻
害

要
因

・促
進

要
因

に
つ

い
て

、障
害

当
事

者
は

も
とよ

り、
実

施
主

体
とし

て
期

待
さ

れ
る

自
治

体
や

社
会

教
育

施
設

、高
等

教
育

機
関

等
に

対
す

る
定

期
的

な
調

査
が

必
要

。

３
．
地
域

に
お
け

る
持
続

可
能

な
学

び
の

支
援

に
関

す
る

実
践
研
究

【
1
1
2
百
万
円

（
1
0
8
百

万
円

）
】

都
道

府
県

レ
ベ

ル
の

ネ
ット

ワ
ー

ク構
築

や
、地

域
レ

ベ
ル

の
学

習
機

会
の

拡
充

、民
間

団
体

や
大

学
等

に
よ

る
新

た
な

学
び

の
場

の
創

出
等

を
推

進
し、

継
続

的
な

障
害

者
の

生
涯

学
習

の
機

会
の

確
保

を
推

進
す

る
。

◆
障

害
者

差
別

解
消

法
の

施
行

を
踏

ま
え

た
合

理
的

配
慮

（
障

害
特

性
に

配
慮

した
学

習
プ

ログ
ラム

の
柔

軟
な

変
更

や
利

用
可

能
な

教
材

の
準

備
な

ど）
提

供
モ

デ
ル

の
構

築
を

進
め

る
。（

新
規

）

４
．
普
及
・
啓
発
活
動
の
強
化
【
24
百
万
円
（
24
百
万
円
）
】

障
害

者
の

生
涯

学
習

の
充

実
に

は
関

係
者

を
増

や
す

こと
が

重
要

。生
涯

学
習

の
担

い
手

の
育

成
や

学
習

環
境

の
質

的
・量

的
な

充
実

を
図

る
た

め
、関

係
者

が
集

うコ
ン

ファ
レ

ン
ス

や
、障

害
者

参
加

型
の

フォ
ー

ラム
等

の
普

及
啓

発
活

動
を

積
極

的
に

実
施

。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

①
実

践
研

究
事

業
に

よ
る

都
道

府
県

（
指

定
都

市
）

等
の

主
体

的
な

連
携

体
制

の
構

築
②

多
様

な
生

涯
学

習
プ

ログ
ラム

の
モ

デ
ル

開
発

・実
施

③
普

及
・啓

発
事

業
の

実
施

に
よ

る
成

果
の

共
有

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム

①
自

治
体

の
障

害
者

計
画

に
位

置
付

け
られ

る
な

ど、
障

害
者

の
生

涯
学

習
へ

の
関

心
が

高
ま

る
。障

害
へ

の
理

解
が

深
ま

る
。

②
障

害
者

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
した

多
様

な
生

涯
学

習
プ

ログ
ラム

が
増

加
。

③
障

害
者

の
生

涯
学

習
の

担
い

手
人

材
が

増
加

。

学
校

卒
業

後
の

障
害

者
の

身
近

に
生

涯
学

習
の

機
会

（
学

習
・ス

ポ
ー

ツ・
文

化
等

の
活

動
機

会
）

が
充

実
し、

障
害

の
有

無
に

関
わ

らず
、共

に
学

び
生

き
る

、共
生

社
会

が
実

現
す

る
。

令
和
９
年
度
に
「障
害
者
本
人
等
が
身
近
に
生
涯
学
習
の
機
会
が
あ
る
」と
回
答
す
る
割
合
を

50
％
へ
増
加

（
平

成
30

年
度

は
34

.3
％

）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム

（
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
会
議
の
様
子
）

（
事

例
集

の
発

行
）

（
障
害
者
参
加
型
フ
ォ
ー
ラ
ム
）

障
害

者
の

日
常

生
活

の
近

くに
あ

る
市

区
町

村
等

に
お

け
る

取
組

を
中

心
に

、福
祉

関
係

者
等

との
連

携
な

どに
よ

り、
合

理
的

配
慮

等
を

考
慮

した
学

び
の

機
会

の
充

実
を

図
る

。

取
り組

ん
で

い
る

21
%

取
り組

ん
で
い
な
い

79
%

障
害

者
本

人
ア

ン
ケ

ー
ト（

R4
）

Q
:現
在
、生

涯
学
習
に
取
り組

ん
で
い
ま
す
か
？

この
うち

56
％

が
、「

どの
よ

うな
学

習
が

あ
る

の
か

知
らな

い
」と

回
答

実
施

して
い

る
又

は
一

般
講

座
に

障
害

者
を

受
け

入
れ

て
い

る
59

%

実
施
し
て
い
な
い

41
%

市
区

町
村

ア
ン

ケ
ー

ト（
R4

）
Q

:障
害
者
の
生
涯
学
習
の
取
組
を
実
施
し
て
い
ま
す
か
？

受
け

た
こと

は
有

る
11

%

受
け
た
こと
は
無
い

72
%

わ
か

らな
い

16
%

無
回

答
1%

社
会

教
育

施
設

ア
ン

ケ
ー

ト（
R５

）
Q

:合
理
的
配
慮
に
関
す
る
意
思
表
明
を
受
け
た
経
験
が

あ
りま
す
か
？

課
題
②
：
障
害
者
の
生
涯
学
習
の
場
に
お
け
る
合
理
的
配

慮
や
情
報
保
障
に
係
る
経
験
が
少
な
い
。

課
題
①
：
特
に
小
規
模
自
治
体
は
、障

害
者
の
生
涯
学
習
の

場
が
少
な
く 、
担
い
手
側
の
ノウ
ハ
ウ
が
な
い
。

課
題
③
：
生
涯
学
習
の
機
会
に
関
す
る
情
報
が

障
害
当
事
者
に
伝
わ
って
い
な
い
。

「障
害
者
基
本
計
画
（
第
５
次
）
」（
令
和

5年
3月

14
日
閣
議
決
定
）

地
域

に
お

け
る

学
校

卒
業

後
の

学
習

機
会

の
充

実
の

た
め

、教
育

・療
育

機
関

は
、関

係
機

関
と連

携
して

生
涯

学
習

を
支

援
す

る
機

関
とし

て
の

役
割

を
果

た
す

。
「第
４
期
教
育
振
興
基
本
計
画
」（
令
和

5年
6月

16
日
閣
議
決
定
）

誰
も

が
、障

害
の

有
無

に
か

か
わ

らず
共

に
学

び
、生

き
る

共
生

社
会

を
実

現
す

る
た

め
、障

害
者

の
生

涯
学

習
の

充
実

に
向

け
て

、社
会

教
育

施
設

や
民

間
団

体
に

お
け

る
取

組
、大

学
等

に
お

け
る

公
開

講
座

とい
った

学
び

の
場

・機
会

の
提

供
等

の
取

組
の

推
進

を
図

る
。

「経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
24
」（
令
和

6年
6月

21
日
閣
議
決
定
）

６
．

幸
せ

を
実

感
で

き
る

包
摂

社
会

の
実

現
（

１
）

共
生

・共
助

・女
性

活
躍

社
会

づ
くり

   
（

共
生

） 第
５

次
障

害
者

基
本

計
画

に
基

づ
く障

害
者

の
就

労
や

地
域

生
活

の
支

援
及

び
生

涯
学

習
の

推
進

、・
・・

（
中

略
）

・・
・の

促
進

を
図

る
。

（
２

）
安

全
・安

心
で

心
豊

か
な

国
民

生
活

の
実

現
   

（
文

化
芸

術
・ス

ポ
ー

ツ
）

・・
・（

中
略

）
・・

・書
籍

を
含

む
文

字
・活

字
文

化
の

振
興

（
書

店
と図

書
館

等
との

連
携

促
進

及
び

読
書

バ
リア

フリ
ー

の
推

進
を

含
む

）
や

書
店

の
活

性
化

を
図

る
。

（
合

理
的

配
慮

の
具
体
例
）

例
１

：
車

い
す

利
用

者
だ

け
ど

ダン
ス

を
学

び
た

い
！

↓
 ↓

 ↓
 ↓

上
半

身
だ

け
で

表
現

で
き

る
ダン

ス
に

ア
レ

ン
ジ

し提
供

例
２

：
弱

視
の

た
め

一
般

的
な

文
字

サ
イズ

の
資

料
が

読
め

な
い

↓
 ↓

 ↓
 ↓

文
字

を
拡

大
した

資
料

を
作

成
・提

供

（
担

当
：

総
合

教
育

政
策

局
男

女
共

同
参

画
共

生
社

会
学

習
・安

全
課

）
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